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地質情報の整備計画・利用促進方策の実績(2013 年度、2014 年度(見
込み))及び整備計画・利用促進方策の見直しについて（案） 

 

地質情報に関する整備・利用促進方策の 2013 年度実績及び 2014 年度見込み

をまとめた。（資料 6-2、資料 6-3）。 

2015 年度は、引き続き整備計画・利用促進方策に基づき取組を推進すること

としたい。 

１．地質情報に関する整備（2013 年度、2014 年度（見込み）） 

（１）ボーリングデータの一元化 

・ボーリングデータ一元化の取組みを開始 

千葉県北部をモデル地域として「ボーリングデータ一元化」の取組みを

2013 年度に開始し、基準ボーリングデータを使って、３次元地質地盤モデ

ルを試作した（参考資料 4-2 図 1、2）。また、千葉県北部の自治体から既

存ボーリングデータの収集を開始した。 

2014 年度は、基準ボーリング調査を追加で実施するとともに、千葉県か

らも既存ボーリングデータの提供を受けて、千葉県との共同解析を実施して

いる。 

年度 2013 2014 2015 ～2017 ～2020 

計画 

 

・千葉県北部をモデルとして取り組みを開始 

・ボーリングデータ管理のポータルサイトを整備 

・地質地盤図の提供 

他地域展開

に資するガ

イドライン

を作成  ・追加ボーリン

グ調査 

・２次元地質図

と基準ボーリン

グデータの公開 

 

実績 ・基準ボーリング

調査 

・３次元地質モデ

リングを試作 

・千葉県との共

同解析 

・追加基準ボー

リング調査 

   

 

 

資料 6-1 
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（２）地質図幅 

・地質図幅の整備及び次世代シームレス地質図の編纂 

2013年度に５万分の１地質図幅を７区画出版した（参考資料4-2 図3）。

シームレス地質図については、次世代 20 万分の１日本シームレス地質図の

凡例に基づき、関東及び南東北地域のシームレス地質図を編纂した。 

2014 年度は 20 万分の１地質図幅を 2区画、５万分の１地質図幅を５区画

出版し、次世代シームレス地質図については、東北および北海道地域の編纂

を行う。 

年度 2011～2012  2013 2014 2015 ～2017 ～2020 

計画 

（20 万分の１） 
最新の地質学的知見に基づく地質図に改訂 改訂 

実績 
改訂のための

調査まとめ 

改訂のための

調査まとめ 

2 区画を改訂

見込み 

   

計画 

（5万分の１） 
重要地域を優先して整備 

全期間で計 40

区画を整備 

実績 
７区画出版 7 区画出版 5 区画出版見

込み 

   

計画 

（シームレス） 
次世代シームレス地質図の作成 

最新の地質情報

に基づき改訂 

実績 

凡例完成 

西南諸島～北

陸地方の３地

域の編纂 

関東・南東北地

方の編纂 

東北・北海道地

域の編纂完了

見込み 

   

 

（３）海洋地質情報 

・海洋地質図の整備 

2013 年度に 2 区画の 20 万分の１海洋地質図（日高舟状海盆表層堆積図、

奥尻海盆表層堆積図）を出版し、我が国主要 4 島周辺海域の全 49 区画中、

47 区画を整備した（参考資料 4-2 図 4）。 

 2014 年度は、残る 2区画について整備作業を進める。 

年度 2011～2012 2013 2014 2015 ～2017 ～2020 

計画（主要 4
島周辺） 

・全 49 区画の完成に向けた整備 

・出版済み海洋地質図のデジタル化の推進 

・全 49 区画の整備完了 

・デジタル化完了 シームレス

化取組開始全 49 区画の

整備完了 
 

実績 
9区画出版 

累計 46 区画 

2 区画出版 

累計 47 区画 

2 区画作業    

計画（南西諸
島周辺） 

整備促進と調査継続 
継続調査を実施 

１区画出版  

実績 
沖縄島周辺

の調査完了 

徳之島周辺海

域の調査完了

奄美大島周

辺海域調査 
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（４）沿岸域地質情報 

・地質情報集の整備 

2013 年度に沿岸域の地質情報集として特殊地質図「関東平野中央部の地

下地質情報とその応用」を出版した。 

2014 年度は、「石狩低地沿岸域」の海陸シームレス地質情報集を出版する。 

 

年度 2011～2012 2013 2014 2015 ～2017 ～2020 

計画 

・福岡沿岸域、石狩低地沿岸域の整備 

・地質地盤図の整備 

駿河湾、出版 相模湾～房

総沿岸域を

整備促進 

関東、東海地

域、瀬戸内な

ど 

実績 福岡沿岸域出版 関東平野中

央部出版 

石狩低地帯南

部地域出版 

   

 

（５）火山情報 

 ・火山地質図等の整備 

噴火が継続している桜島について、最新情報に基づき火山地質図を 32 年

ぶりに改訂した（参考資料 4-2 図 5）。200 万分の 1 日本の火山（第３版）

を 32 年ぶりに改訂した（参考資料 4-2 図 6）。「日本の第四紀火山」と「活

火山データベース」を統合した「日本の火山データベース」を WEB 公開した。 

 2014 年度は、蔵王火山と九重火山の火山地質図を出版する。 

年度 2011～2012 2013 2014 2015 ～2017 ～2020 

計画 3火山整備（諏訪之瀬島、桜島、九重山） 
5 火山整備 

7 火山整備 
富士山出版  

実績 
諏訪之瀬島出版 桜島出版、200 万

分の 1日本の火

山改訂 

九重、蔵王出版 
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（６）活断層情報 

・活断層の活動履歴情報を継続的に蓄積 

2013 年度に陸域２断層帯、海域３断層帯の調査および活動性評価を実施

した。 

2014 年度は、陸域 5 断層帯、海域 2 断層帯の調査および活動性評価を行

い、さらに活断層データベースに新規データを追加する。 

年度 2011～2012 2013 2014 2015 ～2017 ～2020 

計画 陸域及び沿岸域の活断層の活動履歴情報の整備 
活動性評価の高度化 

総合的データ

ベース構築 
調査継続  

実績 
・陸域 9断層帯 

・海域 6断層帯 

・陸域 2断層帯 

・海域 3断層帯 

・陸域 5断層帯 

・海域 2断層帯 

   

 

（７）津波情報 

・津波堆積物データベースの web 公開準備 

産総研で行った津波履歴調査結果を素早く一般に発信するプラットフォ

ームとして、2013年度に津波堆積物データベースのweb公開準備を行った。 

2014 年度は、津波堆積物データベースを立ち上げ、まず、宮城県仙台平

野の津波堆積物データを公開する。 

年度 2011～2012 2013 2014 2015 ～2017 ～2020 

計画 
・GoogleEarth を利用した津波痕跡データの可視化

・津波浸水履歴図の整備 

東海・東南海・南海地震エリアの

過去の津波情報の整備 総合的データ

ベース構築 
３地域追加  

実績 
仙台平野で可

視化を実施 

津波堆積物

DB 公開準備 

・津波堆積物 DB

を web 公開（仙

台平野） 

   

 

（８）地下水環境情報 

・水文環境図の整備 

地域情報を積極的に盛り込んだ水資源に関する多角的情報をとりまとめ、

2013 年度に水文環境図「熊本地域」を出版した（参考資料 4-2 図 7）。 

2014 年度は、「石狩平野」に関する整備を行う。 

年度 2011～2012 2013 2014 2015 ～2017 ～2020 

計画 
・熊本地域を整備し、大阪平野・静岡平野の整備

に着手 

・地方との連携推進の仕組みの検討 

・大阪平野、石狩平野、京都盆地

を整備 

・地方連携の仕組みを構築 5 地域を整備

静岡平野まとめ  

実績 
熊本地域のと

りまとめ 

熊本地域を

出版 

石狩平野を整備    
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（９）鉱物資源情報 

・鉱物資源量の正確な把握に資する地質情報の整備 

世界各地のレアアース資源量の正確な把握に向けて地質情報の収集に着手

した。2013 年度は、ブラジルにおけるレアアース情報の収集を行った。 

2014 年度は、「500 万分の 1アジア鉱物資源図」を出版し、ミャンマーでレ

アアース情報を収集する。 

年度 2011～2012 2013 2014 2015 ～2017 ～2020 

計画 
・米国地質調査所との連携を強化 

・未開発地域での資源調査を実施 

世界各地のレアアース資源量の

把握に資する地質情報の整備 

・アジア鉱物

資源図の作成

・データベー

ス構築 

オンライン版アジ

ア鉱物資源図整備 

 

実績 
中央アジア鉱

物資源図、アジ

ア地質図出版 

ブラジルでレア

ース情報を収集 

500 万分の 1

アジア鉱物

資源図出版 

   

 

（１０）地熱資源情報 

・福島再生可能エネルギー研究拠点の活用を開始 

2013 年度に福島再生可能エネルギー研究所を開設し、地熱資源情報の高精

度化に着手した。 

2014 年度は、地熱ポテンシャルマップ改訂版の編集を行う。 

年度 2011～2012 2013 2014 2015 ～2017 ～2020 

計画 
地熱資源開発調査のデータを関係機関と連携しな

がら、収集・整理・デジタル化し、データベース

化に着手 

データベース化を継続 
データベース

公開 地熱ポテンシャル

マップ改訂版公開 

 

実績 

データ収集、整

備 

福島研究所を開

設 

地熱ポテン

シャルマッ

プ改訂版編

集 
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２．利用促進方策（2013 年度、2014 年度（見込み）） 

（１）わかりやすく使いやすい地質情報の提供 

・地質図 Navi を正式公開 

産総研地質調査総合センターから配信される数多くの地質図データを表

示するとともに、活断層や第四紀火山などの地質情報を地質図と合わせて表

示することが可能な地質情報閲覧システム「地質図 Navi」を産総研 WEB で

正式公開（2013 年 5 月）した（参考資料 4-2 図 8、9）。 

本システムは、誰もが簡単に地質情報を利用できることを目指して作られ

た地質情報ビューアーで、インターネットに接続されたパソコン、タブレッ

ト PC、スマートフォンなど様々な機器で、特別のソフトをインストールす

ることなく無料で利用が可能である。 

  現在、地質図幅、海洋地質図、火山地質図等の地球科学図 14 種、地質系

データべース（活断層、第四紀火山）等の地質情報を重ね合わせて表示可能

となっている。 

  2014 年度は、GEOLIS（日本地質文献データベース）との連携機能を実装

する。 
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（２）地質情報の提供・配信システムの高度化 

・「地図系データバンク（仮称）」を整備 

産総研データバンクのうち、位置情報を持つ成果を一元的に管理する

「地図系データバンク（仮称）」を 2013 年度に整備した。このシステムに

よって、これまで産総研内の個別サーバで管理されていた研究成果を、ク

ラウドサーバに移行・統合・一元化配信することで、より効率的で利便性

の高い情報発信が可能となった（参考資料 4-2 図 10）。 

2014 年度は、地質図類を整理し、ワンストップで検索・データへの到達

を容易とする台帳ポータルの運用を開始するとともに、地質図類のオープ

ンデータ化を進める。 

産総研地質調査総合センターのデータベース、ポータルサイト 

 

（３）地質情報の統合的な利用促進 

・ユーザーニーズ、オープンデータ化等調査を実施 

地質情報の利用状況及び今後の利用ニーズの把握のために、国内の専門

家・地質情報活用者に対するニーズ調査（2013 年 3 月～5 月）を行うとと

もに（参考資料 4-1）、国内各省庁、機関等でのオープンデータ化や統合利

用の検討内容を 2013 年度に情報収集した。 

2014 年度は、国内のニーズ調査、海外のビジネスモデル調査を継続して
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実施する。 

 

（４）公共データの２次利用 

・産総研地質情報の２次利用ルールを明確化（CC ライセンスを導入） 

地質調査総合センター名で公開する研究成果情報について、クリエイティ

ブ・コモンズ・ライセンス（CC ライセンス）を 2013 年 11 月に導入し、適

切なクレジット表示を条件に利用許諾申請を不要とすることにより、著作権

法で自由利用が認められる範囲を超えてユーザーによる地質情報の二次利

用を容易にした（参考資料 4-2 図 11、12）。 

例えば、地質図幅・海洋地質図等の地球科学図は、「表示-改変禁止」ライ

センスで利用が可能となった。 

2014 年度は、政府標準利用規約(第 1.0 版) への準拠を進める。 

 

産総研地質調査総合センターで採用するライセンス 

 

※ ○：申請なしで可、△：申請なしでは不可。申請して許諾を受ければ可 

 

（５）地質情報の普及啓発等 

・地質情報展などの普及活動 

地質情報の重要性を認識してもらうための普及啓発を目的として、地質

情報展、「地質の日」推進事業、地質標本館での案内・解説・各種行事など

を行った（参考資料 4-2 図 13）。また、産総研の研究成果の広報普及、そ

して専門家ではない社会の一般市民を対象とした地質情報に関するシンポ

ジウムを 2013 年度にそれぞれ２回開催した（参考資料 4-2 図 14、15）。 

2014 年度は、これらの普及活動を継続して行うとともに、地質と地質図

を一般の方々により理解してもらうために、地質模型の特別展を開催する。 
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地質標本館夏の特別展ポスターと展示の様子 

 

（６）機関アーカイブシステムを構築地質情報の信頼性の向上 

・機関アーカイブシステムを構築 

従来埋もれていた調査・研究の一次データを組織的に管理する基本方針、

規則、システムを 2013 年 7 月に確定し、直ちに試験運用を開始した（参考

資料 4-2 図 16）。このシステムは、公的地質調査機関として、研究・調査

のトレーサビリティーの長期的確保の仕組みを整備するための取組である。

アーカイブシステム構築・運営のために、地質調査総合センター内に担当す

るチームを新たに作った。 

2014 年度は、アーカイブシステムに実際の調査・研究データの登録を開

始するとともに、動作速度・操作性・利便性向上等による業務効率化を実施

する。 
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３．ユーザーニーズ調査 

地質情報の利用状況及び今後の利用ニーズの把握のために、2014 年 3 月か

ら 5月にかけて、地質調査関係団体からなる一般社団法人 全国地質調査業協

会連合会に所属する団体に対してアンケート調査を実施した。（参考資料 4-1） 

この調査結果のポイントは、以下のとおり。 

 

１．多様なユーザーが提供する地質情報データを十分に理解し、必要に応じ

て適切に利用できるように環境の整備を進める。 

２．印刷物での地質情報の提供を継続するとともに、web 配信を強化する。 

３．CC ライセンスについては、より詳しい紹介・解説を行う。 

４．デジタル配信サービスについては、国内外の動向を注視してシステム向

上の検討を行う。 

５．デジタル配信サービスの形式については、当面、要望がある「FTP/KML/W*S」

の全ての形式でのデータ提供を進める。 

６．ＷＥＢサービスについて、表示速度の向上、他機関データとの連携、露

頭情報の追加、精度の向上、スマートフォン向け表示の改善などについ

て、検討・実装を進めていく。 

７．海外の地質情報についても一元的に収集できるような体制を検討する。 
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４．2015 年度における整備計画及び利用促進方策 

【４－１．地質情報に関する整備】 

（１）ボーリングデータの一元化 

ボーリングデータ一元化による都市平野域における精密な地質図の整備

に向けて、産総研が自治体の協力を得て、今後 3年間（2017 年度まで）で、

千葉県北部を対象としたモデル事業を継続して実施する。 

加えて、ボーリングデータの一元化による地質情報整備に向けた枠組み

や利活用のあり方について、海外動向・制度の把握、データ活用による具体

的なメリットの整理等を行う。 

また、基準ボーリング調査を追加で実施し、追加データを使って３次元

地質モデリングを高精度化するとともに、先行して２次元地質図と基準ボー

リングデータを公開する。 

併せて、産業技術連携推進会（産技連）地質地盤情報分科会を活用して、

ボーリングデータの利活用に係る自治体間の情報交換を促進する。 

 

（２）地質図幅 

現在、中長期的に取り組んでいる地質図幅の整備について、未整備区画

の解消をめざし引き続き取り組む。 

産総研は、２０万分の１の地質図幅の改訂、５万分の１の地質図幅の整

備を、重点化した地域を中心に継続して行う。 

また、最新の地質情報に基づくシームレス地質図の改訂を行う。 

 

（３）海洋地質情報 

主要四島周辺海域の全 49 区画の海洋地質図を整備完了するとともに、南

西諸島周辺海域の調査計画を継続して行う。 

 

（４）沿岸域地質情報 

「駿河湾沿岸域」の海陸シームレス地質情報集を出版する。 

 

（５）火山情報 

富士山の火山地質図を出版する。 

 

（６）活断層情報 

活断層の活動性評価を継続して行い、活断層データベースのパラメータ

ー評価の見直しを行う。 
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（７）津波情報 

津波堆積物データベースに、青森県太平洋沿岸、宮城県石巻平野、福島

県北部太平洋沿岸のデータを追加する。 

 

（８）地下水環境情報 

「静岡平野（富士山地域）」のとりまとめを行う。 

 

（９）鉱物資源情報 

オンライン版アジア鉱物資源図の整備を行う。 

 

（１０）地熱資源情報 

地熱ポテンシャルマップ改訂版を整備する。 

 

主な地質情報等の整備取り組み状況と計画 

 2013 年度 2014 年度 
知的基盤整備計画全体 

（2020 年度まで） 

20 万分の 1 

地質図幅 

改訂のための

調査まとめ 
2 区画改訂中 

継続して改訂に向けた作

業 

5 万分の 1 

地質図幅 
7 区画出版 5 区画出版作業中 全 40 区画の整備作業 

海洋

地質

図 

主要

四島 
2 区画出版 2 区画出版作業中 

2017 年度までに全 49 区

画整備完了及びシームレ

ス化取組を開始 

南西

諸島 

徳之島海域調

査 

奄美大島海域調査

中 
継続調査を実施 

沿岸域地質

情報 

関東平野中央

部出版 

石狩低地帯南部出

版作業中 
関東、東海地域等整備 

火山情報 桜島出版 九重、蔵王作業中 富士山等、全 7火山整備

活断層情報 
陸域 2、海域 3

断層帯整備 

陸域 5、海域 2断層

帯作業中 
総合的データベース構築

 

 

【４－２．利用促進方策】 

（１）わかりやすく使いやすい地質情報の提供 

主として専門家が活用している、地質図 Navi を産総研のデータ配信サ

ービスに対応させる。 

また、自治体、企業、研究者等の広範なユーザーがより活用しやすくな
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るよう、より分かりやすい地質データの提供に向けた改善を進める。 

このため、今後、自治体、企業、研究者等のユーザーニーズを収集し、

これらのニーズを踏まえた地質情報活用事例の紹介や、一般ユーザーでも

理解しやすい平易な言葉を用いる等、地質情報のウェブサイト上での提供

方法を検討し、改善を実施する。 

 

（２）地質情報の提供・配信システムの高度化 

引き続きウェブサイトを通じて利用可能なコンテンツの充実を行う。 

 

（３）地質情報の統合的な利用促進 

ウェブマップサービス（WMS/WMTS）を容易に利用できるウェブツールを

公開する。 

 

（４）公共データの２次利用 

ライセンス変更に伴う市場動向・調査結果を一般に公開する。また、国際

的な標準仕様の動向調査を継続して行う。 

 

（５）地質情報の普及啓発等 

地質情報の重要性を認識してもらうための普及啓発活動を前年度と同様

に行う。 

 

（６）機関アーカイブシステムを構築地質情報の信頼性の向上 

アーカイブの対象データの拡張と運用手順等の高度化を実施する。 

 


